
平成２６年度「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」（地域会議）１対１対談の主な発言内容 平成26年10月22日 現在

対談
市町名

対談項目 各市町長の主な発言内容 知事の発言内容

1 多気町

対談項目１
「アクアイグニス多気」
計画に対する支援につ
いて

 「アクアイグニス多気」の現在の全体計画
では、食に関するエリア、マウンテンバイ
クアウトドアエリア、日帰り温泉エリア、
医療介護のエリアが計画されており、町と
しても連携して各種事業に取組んでいきた
いと考えている。
アクセス道路等について、三重県、国土
交通省、ネクスコで検討委員会のようなも
のをしてもらっているが、ふるさと村の前
を通っている県道からアクアイグニスの中
を通ってＲ４２に抜ける道路を県道バイパ
スという形で整備をお願いしたい。
計画の中に、複合施設として商業施設も
入ってくると１０００人を超える雇用が発
生し、多気町だけでなく中南勢地域の活性
化にも繋がることから、中南勢地域への支
援として、県道バイパス部分の整備をお願
いしたい。
森林整備、バイオマスに係るものなど、
計画全体の中で県で拾える事業があれば、
いろんな分野の支援をお願いしたい。

計画全体、道路、スマートインターも含
め、企業誘致推進課が窓口をさせていただ
いており、また、道路企画課とともに多気
町の勉強会に出席させていただいている
が、施設がどんな形になっていくか、どう
いうスケジュールで具体化されていくの
か、事業の具体化とともに道路を含め、県
がどういう支援ができるのか、どういう役
割を果たしていけるのかをよく相談させて
いただきたい。
中南勢の活性化、雇用の起爆剤と期待で
きるため、引き続き勉強会に参加させてい
ただきながら、事業の具体化の進展に合わ
せて、県がどういうことができるか具体的
にそれぞれ相談させていただければと思っ
ている。
医食同源の中でライフイノベーション総
合特区の支援措置の使えるものがあれば検
討したいと思っているし、バイオマスの林
業関係など、事業の具体化に合わせ関係課
も増やしながら対応していきたい。
企業誘致推進課が窓口となり、聴き取り
をさせていただきながらともに進めていき
たい。
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2 多気町 対談項目２
子育て支援策について

町内で子育てのニーズ調査をやった結
果、自然の中でのびのびできるような自然
派保育園という思いを持つ方が第１位で
あった。その結果を受け、また私も以前か
ら自然派保育園を作りたいとの思いがあ
り、また、町立ではなく民設民営でと話を
したところ、事業者が２、３手をあげてい
ただいており、県の子ども局長に話をしに
行ったところである。候補地は自然派と言
いながら、町中（マックスバリュ裏の竹
藪）に６０人規模で計画をしている。
多気町は、一部計画人数を超えていた
が、調整の結果、現在待機児童は無い。こ
ういうところへも県の助成を同じようにお
願いしたいと先般要望をさせていたいたと
ころ、子ども局長の話では、むずかしい話
ではないといっていただいので、知事の考
えもお聞かせいただきたい。

保育所の整備については、平成２７年度
国の概算要求でも計上されているため、基
本的に現状と同様の制度で交付金が使える
と思っており、基準に照らしながらしっか
り支援したいと思っている。
自然派保育の重要性については認識して
おり、来年度、その効果を調査、研究する
事業もやりたいと思っている。鳥取県、長
野県では自然派保育に特化した認定基準を
作ったり、独自の補助金を出したりしてい
るので、それらについても研究しながら応
援していきたい。
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3 多気町
対談項目２
子育て支援策について

３年ほど前、旧多気町、旧勢和村の放課
後児童クラブを一つに統合し、４０数名く
らいのクラブとなったため補助率は一番良
かったが、その後人数が増え現在は８０名
を超え、県の補助金が半分くらいに減っ
た。子ども局長に話をし、運用の仕方等で
対応が可能との回答をもらったが、知事の
考えをお聞かせいただきたい。

放課後児童クラブの助成の部分について
は、国がどういう形でやるのか見えていな
い。県としては、いろいろな制度を見直す
チャンスだと思っているので、国の制度改
正をみて、それを補完できるような形での
放課後児童クラブの助成制度のリニューア
ルを図っていけるよう検討している。
国の国庫補助運営費の放課後児童クラブ
の補助は、国が人数によりガイドライン決
めていることから、国の様子も見ながら、
また運用部分でどう工夫すれば以前に近い
国庫補助のレベルにできるか個別に相談さ
せていただきたい。また、制度についても
国の制度改正にあわせて、放課後児童クラ
ブの制度、助成のあり方を県としても検討
していきたいと思っている。
国はガイドラインや報告書で決めている
ようなところがあるため、子育て対策、少
子化対策については、地域の実情があり、
その実情に応じて地域が考えることができ
るように変えてもらうことが重要と考えて
おり、きちんと補助金が出るよう国と交渉
もしながら、地域で考えさせてくれるよう
少子化対策の流れの中でも国に話をしてい
きたい。
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